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Ⅰ はじめに 

 平成２８年１０月に松本市立病院建設検討委員会が設置され、計８回にわた

り移転改築を予定している松本市立病院の在り方や担うべき役割等について、

医療や福祉、病院経営の専門家の皆様や、地域の代表、行政関係等から幅広く

ご意見をいただき、検討を重ねてまいりました。 

 松本市立病院は、松本医療圏の西部地域の基幹病院として、急性期医療をは

じめ、公立病院の使命である救急医療や周産期医療、へき地医療支援等の政策

医療を担ってきました。 

 これからの病院は、この３月に策定された長野県地域医療構想による病床機

能の分化と連携が進められ、さらに、今後展開する地域包括ケアシステムにお

ける在宅医療や介護分野との連携強化が求められる等、大きな変革の時を迎え

ています。 

 本委員会では、松本医療圏の安定的な医療提供体制を維持していくための市

立病院の役割の検討に加え、人口減少社会の到来を踏まえた、今後の医療のあ

るべき姿や地域を視点とした病院の役割等、広い視野に立った将来の市立病院

の在り方について活発な議論が交わされ、ここに提言としてまとめました。 

 今後この提言が、市立病院建設に係る基本計画を策定するにあたっての一助

となれば幸いと考えております。 

 

  

 

平成２９年６月２２日 

 

松本市立病院建設検討委員会 

委員長  杉 山  敦 
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Ⅱ 検討委員会設置の経過 

１ 設置の背景及び目的 

松本市立病院（以下、「市立病院」という。）は、旧波田村の国保直営診療

所として昭和２３年１０月に開設しました。 

昭和６０年には、市立病院の前身である「波田総合病院」に改称し、以来、

松本西部地域の基幹病院として、医療を提供してきました。 

しかしながら、建設から３０年が経過した市立病院は、施設の老朽化・狭

隘化への対応が必要となっており、度重なる増築による動線や構造など施設

の機能としても、改修が必要な状況となっています。 

そこで、平成２７年に病院整備の在り方を検討するための基礎調査を行い、

平成２８年３月に「松本市立病院整備の在り方に関する将来構想」（以下、

「将来構想」という。）をまとめ、概ね２カ年以内に基本計画を策定し、移

転改築を目指すこととしました。 

 本委員会は、新たに建設を目指す市立病院の在り方について、様々な分野

の有識者の皆様から意見をいただき、とりまとめた提言は、今後策定する基

本計画に反映されるものです。 

 

 【基礎調査結果による病院の強みと課題】 

  ⑴ 市立病院の強み 

   ア 松本市西部地域の基幹病院 

   イ 松本市西部地域住民への医療提供の必要性 

   ウ 地域住民に生涯にわたる医療提供が可能な医療機能 

エ 市が掲げる「健康寿命延伸都市・松本」の政策実現に向けた 

予防医療、健診事業の推進 

  ⑵ 市立病院の課題 

   ア 将来の医療需要に対応した診療機能の整備 

   イ 地域医療構想による病床規模や病棟構成の見直し 

   ウ 山間部を控える西部地域の救急・災害医療提供体制 

   エ 施設の老朽化 
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２ 検討項目 

将来構想による基本計画策定の視点に基づき、以下の項目に沿って検討 

を行いました。 

⑴ 病院の機能・規模 

  ⑵ 診療体制 

  ⑶ 地域における役割 

  ⑷ 健康事業 

  ⑸ 研修教育 

  ⑹ 財政計画 

 

 ３ 検討の進め方 

⑴ 検討項目に基づき、院内に設置された松本市立病院建設推進委員会案 

に沿って、委員間で自由な論議を行いました。 

  ⑵ 論点の内容は、検討項目ごとに整理しました。 

⑶ 検討結果については、一つに絞らずに多様な意見を提言に反映しました。 
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Ⅲ 松本市立病院建設に関する提言 

１ 人口減少社会における医療の在り方について 

人口減少社会に突入した現在において松本市も例外ではなく、生産人口の減

少による経済の縮小や、少子高齢化の進展に伴う社会保障費の増大等が懸念さ

れています。 

長野県地域医療構想 では、これらを背景に限りある医療資源を効率的・効

果的に活用するため、地域の医療資源を結び付け地域全体で医療提供を行う仕

組みづくりを進めようとしています。 

このような中、松本市をはじめとする地方都市において、安心・安全な医療

提供体制を将来にわたり確立することは、人口の定着や確かな暮らしの実現をも

たらす重要な施策となります。 

病院建設を検討する現在の松本市には、地域包括ケアシステム の構築等、

医療・介護の専門家や地域住民が一体となって医療を核としたまちづくりを推進

することにより、持続可能な成熟型社会を築いていくことが求められています。 

 

２ 市立病院の今後の在り方について 

⑴ 市立病院を取り巻く環境 

   ア 市立病院は、新村地区、和田地区、今井地区、安曇地区、奈川地区、梓川

地区、波田地区等をエリアとする市内最大の市域を有する西部地域（以下、

「西部地域」という。）の基幹病院として、市民の安心・安全な暮らしを守

る役割を担っています。 

   イ 長野県地域医療構想を踏まえた病床の機能分化と病院間の連携が進む一

方、地域包括ケアシステムの進展による医療と介護の連携強化により、今後

病院の在り方は大きく変化することが予想されます。 

   ウ 市立病院は、西部地域の基幹病院として急性期を中心に医療提供を行い、

さらに公立病院の使命である救急医療や周産期医療、へき地医療支援等の政

策医療を担うことも求められています。 

  ⑵ 市立病院の今後の役割 

   ア 将来の医療の在り方を踏まえ、西部地域の在宅医療や介護分野の専門機関、

行政機関、町会等との連携を深め、地域づくりの一翼を担うことが期待され

ています。 

イ 病院の機能としては、地域医療構想や地域包括ケアシステムの進展を鑑み、

波田総合病院の時代から積み上げてきた病院の強みを生かした急性期の患者

と、西部地域を中心に、病院から在宅への間断ない医療提供を実現するため

の回復期患者への医療提供を担う役割があります。 

  

※1 

※2 
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３ 個別の提言内容について 

  ⑴ 病院の機能・規模 

   ア 医療機能について 

    (ｱ) 急性期、回復期病床 

     〇病床機能の転換については、平成２８年までに急性期病床の一部を回復

期病床へ既に転換を行っており、現行機能の維持が妥当であるが、高齢

化に伴う疾病構造の変化等を見据え、今後も柔軟な対応が必要である。 

     〇平成３０年４月に予定されている診療報酬改定によって、急性期病棟の

重症患者割合（重症度、医療・看護必要度の該当患者割合）が引き上げ

られる可能性があること等から、持続可能な急性期病棟の運営について

検討することが必要である。 

     〇地域包括ケア病棟の活用については、西部地域の地域包括ケアシステム

との連携を強化すること。 

(ｲ) 緩和ケア病棟の開設 

〇悪性腫瘍疾患の治療が多様化している中、様々なステージの患者が松

本医療圏において安心して治療を受け続ける体制づくりの一つとして

緩和ケア病棟 の設置が望ましい。 

    (ｳ) 外来機能 

     〇西部地域の医療需要に応えるため、診療科や救急医療等の外来機能の継

続が必要である。 

     ○ただし、今後の松本医療圏における病院の機能分化の進展や、現在研究

段階にあるＩＣＴ による新たな診断システムの導入等、将来の医療提

供体制の変化を踏まえ、診療科目等の見直しも同時に検討する必要があ

る。 

    (ｴ) 臨床検査  

     ○検査の効率化を図るため、病院が担うべき急性期の機能により、必要な

臨床検査の導入を検討する必要がある。 

   イ 規模について 

    〇長野県地域医療構想における松本構想区域では、２０２５年の病床必要量

は現在を下回る状況にあり、増床の検討は困難である。 

    〇西部地域の基幹病院として、在宅療養患者の急変時に対応する在宅療養後

方支援病院等一定の機能・規模が今後も必要であることや緩和ケア病棟を

新設することを踏まえ、現在の許可病床数２１５床の範囲で規模を検討す

ることが適切である。 

⑵ 診療体制 

  〇地域に密着した病院として、総合診療の充実を期待する。 

  〇現在の診療科目の維持に加え、緩和ケアや終末期に対応できる診療体制の構

築が必要である。 

  

※3 

※4 
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  ○産婦人科については、松本医療圏の周産期医療体制を維持するうえで重要な

役割を担っていることから、現在と同水準の診療体制が必要である。 

  〇ただし、高齢化等による疾病構造の変化、病床機能の分化・連携の進展に伴

い、疾病ごとの患者推計等の分析を行い、必要に応じ診療体制の見直しを行

うことが必要である。 

 ⑶ 地域における役割 

  ア 地域包括ケアシステムにおける役割 

   ○西部地域の基幹病院として、地域包括ケアシステムの根幹である在宅医療

を支援する体制づくりが必要である。 

   〇医療・介護サービスや生活支援を一体的に行う地域包括ケアシステムの仕

組みづくりを進めるため、健康福祉部との協力により、西部地域の関係機

関や地区組織との連携による先駆的な取組みを行うことが望まれる。 

   〇そのために、地域医療連携室、訪問看護ステーション、居宅支援事業所の

機能強化や健康福祉部との人事交流などによる体制強化が必要である。 

  イ 救急医療 

   ○西部地域や近隣市村の安心・安全を担保するため、松本医療圏の二次救急

対応病院として輪番での診療並びに、その他の時間外診療も行える体制を

維持すること。 

  ウ 災害医療 

   〇大規模災害では、山間地を控えた西部地域の災害対応病院として整備する

必要がある。 

   〇発災時の松本医療圏における市立病院の役割を踏まえつつ、地震の被害想

定が大きい東部地域に病院が分布していることも考慮して、圏域全体を視

野に入れた整備が必要である。 

  エ 感染症対策 

   〇第二種感染症指定医療機関 として長年の実績があり、今後もその役割を

担うため、急性期病床の中に基準を満たす施設整備を行うこと。 

  オ へき地医療 

   〇山間地に居住する市民に対して必要な医療を継続的に提供していくため、 

安曇・奈川地区の５か所の市立診療所と会田病院の支援体制を構築すること。 

 カ 市民への健康教育 

○病院や地域における出前講座の開催等、市民への健康や疾病予防に関する

情報提供の充実を図ること。 

  ⑷ 健康事業 

  ○西部地域の住民の利便性を考慮した、健診部門のセンター化が必要である。 

  ○「健康寿命延伸都市・松本」の政策に沿った特色ある健診体制を、大学等関

係機関と連携し検討すること。 

  ○松本医療圏における人間ドック等の需要の増加は今後見込めないことから、

他の病院との競合を避け、西部地域の実情に合った整備を行うこと。 

※5 
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 ⑸ 研修教育 

  ○初期研修を中心とした臨床研修医や学生を積極的に受け入れる体制が必要

であり、院内にそのためのスペースを確保すること。 

  ○地域密着型の病院として、総合診療の能力を持った医師を育てること。 

 ⑹ 財政計画 

  ○今後国の医療政策では、医療費の抑制や入院患者数の減少が見込まれ、収益

については収入が現状維持又は減少となることが予想されるため、経営にお

いては支出の縮減を図ること。 

  ○病院建設費においては、１床あたりの建設コストを抑えること。 

  ○経営に関する専門部署を設置し、経営部門の体制強化を図ること。 

  ○公立病院として、政策的な医療を担うことを踏まえ、市において適切な財政

的支援を検討すること。 

 ⑺ その他 

  ○市民に対する子育て支援の充実を図るため、院内に病児保育の新設を検討す

ること。 

  ○医師をはじめとする専門職員及び、病院経営に精通した事務職員の人材確

保・育成に努めること。 

 

 

 

 

 

●用語解説 

※１ 地域医療構想 

団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を見据え、医療機能（高度急性期・急性期・回復期・

慢性期）ごとの医療需要等及び将来必要と見込まれる病床数等を推計した上で、病床の機能

分化・連携を図るための方策を都道府県ごとに定めたもの 

※２ 地域包括ケアシステム 

高齢化の進展を踏まえ、可能な限り誰もが住み慣れた地域で生きがいを持って安心して暮

らしていくため、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供するもの 

※３ 緩和ケア病棟 

症状のコントロールが必要な場合や症状の進行により自宅での生活が困難ながん患者等に

緩和ケアを専門的に行う病棟 

※４ ＩＣＴ 

Information and Communications Technologyの頭文字を使用し、情報と通信に関する技

術全般のこと 

※５ 第二種感染症指定医療機関 

都道府県知事が指定する二類感染症又は、新型インフルエンザ等の感染症に対応する医療

機関 
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Ⅳ 資料編 

１ 検討委員会の概要 

⑴ 松本市立病院建設検討委員会設置要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、松本市立病院（以下「市立病院」という。）の建設及び運営につい

て検討するため、松本市立病院建設検討委員会（以下「委員会」という。）の設置及び

運営について必要な事項を定めることを目的とする。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、市立病院の建設及び運営に関する事項を検討し、その結果を市長に提

言するものとする。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員１６人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1) 医療関係者 

 (2) 病院運営有識者 

(3) 保険者団体関係者 

 (4) 行政関係者 

 (5) 福祉関係者 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する所掌事項について、市長に提言す

る日までの間とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、健康福祉部医務課及び病院局松本市立病院事務部において処理

する。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この告示は、平成２８年１０月２３日から施行する。 
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⑵ 委員名簿 

職 氏 名 団 体 等 

委 員 長 杉山  敦 松本市医師会 会長 

副委員長 平林 大喬 松本市町会連合会 会長 

委  員 相澤 孝夫 相澤病院 理事長・院長 

 井上 真由巳 松本市健康づくり推進員連合会 会長 

 北野 喜良 国立病院機構まつもと医療センター 院長 

 北平 富美雄 
長野銀行健康保険組合常務理事 

（全国健康保険協会長野支部代表） 

 桜井  満 波田地区町会連合会 会長 

 高木 洋行 松本市立病院 院長 

 鳥海  宏 松本保健福祉事務所 所長 

 中島 幹夫 
元国立病院機構まつもと医療センター 

松本病院事務部長 

 原  敬子 
タカサワ通商 介護支援専門員 

（松本市介護保険事業者連絡協議会代表） 

 伴野 英男 
安曇地区町会連合会 会長 

（町会連合会西部ブロック代表） 

 廣瀬  豊 
松本大学松商短期大学部 准教授 

（元松本市国民健康保険運営協議会副会長） 

 舟久保 賢治 未来経営 医業経営コンサルタント 

 本郷 一博 
信州大学医学部附属病院 病院長 

（29.3.31まで） 

 本田 孝行 
信州大学医学部附属病院 病院長 

（29.4.1から） 

 宮原 秀仁 
山形村宮原医院 院長 

（塩筑医師会代表） 

（敬称略。委員は、五十音順） 
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⑶ 開催経過 

回数 開 催 日 時 出席委員 会 議 事 項 

１ 平成 28年 10月 23日（日） １５名 

・正副委員長選出 

・検討委員会概要 

・基本計画策定に向けた検討項目 

・市立病院の概要 

２ 11月 20日（日） １４名 

・地域における役割 

・健康事業の充実 

・市立病院の概要 

３ 12月 23日（金・祝） １４名 
・地域医療構想（案） 

・医療機能及び規模 

４ 平成 29年１月 22日（日） １４名 
・現在までの検討項目の論点整理 

・病院建設候補地（報告） 

５ ２月 19日（日） １４名 

・研修教育 

・情報提供体制の構築 

・新公立病院改革プラン 

６ ３月 26日（日） １３名 

・病院建設に係る資金計画試算 

・市立病院と健康福祉部が連携し

た地域包括ケアシステムの取組み

（案） 

７ ４月 23日（日） １５名 
・松本市立病院建設に関する提言

（概要） 

８ ５月 21日（日） １４名 
・松本市立病院建設に関する提言

（素案） 

 

※会場は、松本市役所 議員協議会室（東庁舎３階） 

※時間は、１０時から１２時まで 
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２ 検討内容 

本委員会において、検討事項の区分ごとに各委員の発言要旨等を整理した

ものです。 

  ⑴ 地域における役割 

項  目 市立病院建設推進委員会案 

地域におけ

る役割 

①公立病院として、保健や介護分野と連携して政策医療を推進

（へき地医療支援・感染症対策・災害医療・予防医療等） 

②周辺地域のまちづくりに貢献 

 

 

 

地域連携・

在宅医療 

①在宅療養後方支援病院として、地域の診療所との連携強化の

推進（現在 12施設、約 200名の患者が登録） 

②病院薬剤師の在宅訪問指導の検討 

③在宅復帰率向上のための「家」に見立てたリハビリ環境の整

備 

 

災害医療 

①大規模災害時の拠点病院としての施設整備 

②免震構造、地下水利用、太陽光発電等の整備 

③ヘリポートや救護者受入れのための必要物品の備蓄 

 

 

 

 

 

 

 

感染対策 ①感染予防を考慮した施設整備 

②第二種感染症指定医療機関としての施設整備 

 

へき地医療

支援 

①安曇・奈川地区診療所の持続可能な医療提供支援 

 

会田病院と

の連携 

①会田病院の診療所化に伴う連携強化 

 

本委員会において、検事項の区分ごとに各委員の発言要旨等を掲載したものです。 
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充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❷病院以西の山間地は、一晩に１

万人程度が宿泊できる能力を備

えた観光地であることから、地

域の産業を支える医療施設とし

ても充実してほしい。 

❶新しい市立病院の建設には、市

民も注目している。全てを賄う

のではなく、将来の市立病院の

目指す方向を明確にし、松本医

療圏での役割を念頭に、選択と

集中すべき機能を十分に検討し

て進めてほしい。 

 

❶地域全体が一つの医療システム

として機能するように、中心と

なって体制構築を推進してほし

い。 

❷介護予防のため、管理栄養士に

よる訪問指導も検討してほし

い。 

❷病院の専門職員が地域において

貢献することは重要だが、病院

の役割が肥大化し、負担が大き

くなりすぎる。 

②原則は、地域で在宅

医療を担う各機関の

研修や情報交換等の

後方支援を行う役割

とする。 

❶東部地域に病院が集中している

ため、東部地域の被害が大きい

ケースを想定し、地域全体を視

野に入れた拠点整備が必要であ

る。 

❷活断層から離れている立地であ

れば、免震構造として急性期を

担う事も検討が必要である。 

❸西部に山間地を控えており、災

害時を考えヘリポートは重要。

危機管理として市で考えてほし

い。 

❶災害時において、圏域でどのよ

うな役割を担うのか明確にして

整備を行うべき。 

❷免震構造等は、コストを併せて

検討すべき。 

 

❷指定医療機関としての長い実績

がある。松本空港を抱え、検疫

を受けた後に隔離措置が必要と

なった場合、対応病院としても

重要である。 

 

 

❶人口が減少しているが、持続可

能な支援をしてほしい。 

❶支援の内容が曖昧。在宅医療を

担う医師の確保は今後課題とな

る。巡回診療の実施や他の医療

機関との協力など、どこまでへ

き地医療の支援を検討している

のか。 

①新病院建設に併せ、

市立の診療所との経

営の一本化と支援方

法を検討していきた

い。 
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項  目 市立病院建設推進委員会案 

情報提供体

制・地域貢

献 

①広報誌・ホームページの充実 

②周辺地域を対象とした健康教育、出前事業の充実 

③ボランティア受入れのための施設整備 

④患者会等当事者による自主活動への支援やスペース確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 健康事業の充実 

項  目 市立病院建設推進委員会案 

健診・健康

管理 

①健診センターの設置等健診部門の充実 

②地域の需要に応えられる体制の整備 

 現在の２倍程度の受診者の受入体制 

③市の保健予防政策や大学等との連携 
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充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❷地域包括ケアに関係する医療・

介護連携の仕組みについて、市

民が理解できていない。市立病

院の強みを生かして、医療・介

護・行政が一体となった情報発

信を地域に行い、その手法を全

市展開してほしい。 

❷地域包括ケアシステムを踏ま

え、人生最後の時期（終末期）

を豊かに迎える取組みが重要。

地域の診療所や介護分野との協

力体制の構築を検討すべき。 

❷地域で、リハビリや認知症予防

に関する情報提供の要望があ

る。出前講座や病院が開催する

健康教育の充実を検討してほし

い。 

❹喫茶コーナーなど、障害者や高

齢者が活躍できる場の提供も院

内で検討してほしい。 

❷地域への教育・研修は病院とい

うよりは、身近な診療所や医師

会等地域の医療関係者が担う方

が効率的ではないか。 

②地域包括ケアを進め

るため、地域の中で

相互に人材を活用す

る創意工夫が必要。

多職種の専門家を抱

える病院の強みを生

かした取組みを検討

してほしい。 

 

 

充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❷民間病院との競合は避けなけれ

ばならないが、地域住民の利便

性を考慮した整備が必要である

。 

❸「健康寿命延伸都市・松本」の

政策に沿った、他の病院にない

特色を持った健診体制の検討が

重要である。 

❸予防医学的な手法を取り入れ、 

ﾒﾃﾞｨｶﾙﾌｨｯﾄﾈｽなどの立案を検討

してみてはどうか。 

❸上記の取組みで、元気な高齢者

を増やしてそれ以外の高齢者を

支える仕組みを検討できないか

。 

※その他 

・市として健診受診率を向上させ

る施策が必要である。 

・被扶養者の受診率の向上が課題

である。 

❶健診や人間ドックについて今後

のニーズの動向を見極め、慎重

な検討が必要である。（保険者

は１泊ドックの縮小を検討） 

❷民間病院との住み分けを慎重に

検討すべきである。 

❷経営面を考え、需要について詳

細な分析が必要である。 

②西部の農村地域の実

情を踏まえ、農閑期

の需要に応えるため

の体制整備が必要 

③市の健康寿命延伸に

関係する他の政策と

の連携も検討し推進

していく。 
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⑶ 診療体制の整備 

項目 市立病院建設推進委員会案 

一般診療 

①総合診療の充実 

②悪性腫瘍疾患 

・国内標準以上の診断体制の整備 

（画像診断・内視鏡診断等） 

・高次医療機関との連携強化 

 ・緩和ケア体制の整備 

③生活習慣病・機能性疾患 

◦循環器・脳神経疾患：初期診断及び慢性期の治療、専門医療 

機関との連携強化 

◦呼吸器：慢性閉塞性肺疾患の増加に対応する専門医の確保等 

環境整備 

◦腎疾患：重症化予防と高齢透析患者対応のための病床の充実 

◦排尿障害：診断・治療・指導体制の整備、高齢化による患者 

の増加 

◦糖尿病・脂質異常：多職種連携による発症予防や重症化抑止 

◦肝疾患：診療体制の維持 

◦運動器：高齢化に伴う骨折等への治療体制の強化と脊椎疾患 

の治療体制の整備 

感染症 

①第二種感染症指定病院としての施設整備  

②各種感染症を想定した外来・入院機能の整備 

周産期医療 

①出産を担う病院として継続する必要があり、病院全体で支え

ていく。 

②新生児医療に対応できる院内整備 

小児医療 

①西部地域の急性期患者に対応できる体制の強化 

②産科との連携強化 

③学校保健や感染症対策などによる地域への貢献 

高齢者医療 
①地域包括ケアシステムを支える地域連携病院としての施設及

び体制の強化 

終末期医療 ①様々な終末期の要望に応えられる環境や体制の整備 

救急医療 
①二次救急対応病院としての体制の維持 

②輪番以外の時間外に対応可能な体制の整備 
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充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❸高齢透析患者の交通手段の確保

を合わせて検討してほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❶❷❸診療体制を、どの水準まで

を担うのか曖昧である。 

❶❷❸将来の疾患ごとの患者推計

が不十分ではないか。 

❸透析患者は今後減少すると言わ

れているが充実は必要か。 

③透析患者が増加傾向

にあり、患者の平均

年齢が全国平均より

４歳高齢であること

から、高齢透析患者

に対応するための病

床充実を図る。 

 

※その他 

・検査の効率を図るた

め、病院が担うべき

急性期の機能によ

り、必要な臨床検査

の導入を検討する。 

❶公立病院の役割として重要。感

染症の専門医の確保を検討して

ほしい。 

  

❶分娩を扱う産婦人科医が不足し

ている中で、県の周産期医療体

制維持のため、同水準の維持が

必要である。 

❶分娩件数は、今後減っていくと

言われているが維持は必要か。 

 

 ❶小児の入院治療は、今後減って

いくと言われているが、体制強

化は必要か。 

①感染症に対応可能な

個室の充実を図る。 
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⑷ 病院の機能・規模 

項目 市立病院建設推進委員会案 

外来機能 

①新たな診療体制に基づく外来機能の整備 

 

 

 

入院機能 

①急性期病棟の維持又は若干の縮小 

 ・H28 までに急性期機能は 30.2％減、回復期機能を 113.2％

増 

 ・地域医療構想の松本構想区域の将来推計割合に近い状態に

あり、現在の機能を維持していきたい。 

②回復期病棟の維持 

③緩和ケア病棟の開設 

 ・多様な終末期の受け皿として設置したい。 

 ・他に松本地域に設置がない。 

 ・認定看護師の育成やスタッフの研修等に既に取り組んでい

る。 

 ・10～20床の規模を想定している。 
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充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❶西部地域の基幹病院としては、  

現在の標榜診療科は維持してほ

しい。 

❶今後専門医の確保が困難となる

ことが予想される。 

❶外来診療において主治医機能を

持たない 200 床以上の病院を目

指すのであれば、診療科目の削

減や見直しを検討すべきではな

いか。 

 

❶回復期病棟へ患者を供給するた

めには、急性期病棟の維持は必

要である。 

❶西部地域の医療水準維持のた

め、医師の確保と手術件数の増

が必要である。 

❷地域包括ケア病棟の活用方法の

検討が必要である。 

❷簡易的な手術患者が直接入院す

るケースもある。 

❸精神科医や認定看護師等専門職

の確保と人材育成が課題であ

る。 

❸急性期の対応を主とするもの

と、ある程度長期の対応を行う

病棟と 2 種類あり、どのような

機能にするか検討が必要であ

る。 

❸スタッフの確保とチームの育成

が重要。特に精神科医師等の確

保や人件費等経営面での課題が

大きい。新しい市立病院の特色

として緩和ケアを取り入れるの

であれば、現在の病院規模の範

囲で検討することも必要であ

る。 

❶国の方針により、重症度と医療

必要度が低い患者の急性期病棟

への入院は困難な状況がある。 

 平成３０年の診療報酬改定で、

「重症度、医療・看護必要度」

の基準を満たす患者割合が、現

在の 25％から 30％に引き上げら

れる可能性があるが、それを見

越した病棟維持が可能か。 

（参考：12月実績 28.4％） 
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項目 市立病院建設推進委員会案 

在宅医療・

在宅支援 

①訪問看護ステーションの院内整備 

②居宅介護支援事業所の機能維持  

 

 

病院の規模 

①現在の規模を基本に、病院建設基本計画で具体的に検討 

 

＜患者数・病床数の将来推計及び地域医療構想に基づく病床数の考え方＞ 

〇現在の許可病床数(215床)の範囲で検討 

急性期：120～130床程度（緩和ケア含む。） 

回復期：80床程度（回復期リハ・包括ケア） 

人間ドックは健診センター化 

 

 

  ⑸ 教育研修 

項目 市立病院建設推進委員会案 

研修教育 

①研修医・学生の積極的な受入 

②離職者の再教育の場の提供 

③シミュレーションセンターの設置や研修センターの充実 
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充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

※その他 

・医療連携室の機能強化 

地域包括ケアシステム推進のた

め、入退院の連絡調整や退院前

の家屋評価等病院専門職との連

携強化が必要である。 

・医療は県、介護は市町村で計画

されており、連携の難しさがあ

る。市、県、病院や医師会等で

良く相談して連携の方策を検討

してほしい。 

・訪問介護ステーションの設置も

検討してほしい。 

  

 

 

①急変時に在宅患者を

24 時間受け入れる体

制（在宅療養後方支

援病院）を維持する

など、在宅医療を支

援する西部地域の基

幹病院としての役割

を担うため、200 床

以上の規模の病院と

していくことが望ま

しい。 

 

 

充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❶初期研修を中心に臨床研修医を

積極的に受け入れる体制が必要

である。 

❶地域密着型の病院として、総合

医を育てることに力を入れてほ

しい。地域包括ケアシステム構

築にとっても重要である。 

❸シミュレーションセンターの設

置は経済的負担が大きいため、

設置されている信大病院の施設

の利用を検討すべきである。 

①総合医の育成を、病

院としても重点的に

行っていく。 

③研修医・学生への院

内スペースの確保が

必要である。 
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⑹ 建設に係る財政計画 

項目 市立病院建設推進委員会案 

建設に係る

資金計画試

算 

①類似規模の公立病院建設実績額を参考に試算 

 建設に係る経費およそ １１３億円 

（うち建築工事費 ６２億円） 

 Ｈ34 をピークに収支で大幅な赤字になるが、その後徐々に改

善する見通し 

 

 

 

⑺ 健康福祉部との連携事業 

項目 市立病院建設推進委員会案 

地域包括ケ

アに関する

取組 

①中央地域包括支援センター（市直営）と市立病院の連携によ

る西部地域の地域包括ケアシステムに関する試行的な取組み

を実施。 

 ＜病院の役割＞ 

 ・地域医療連携室の機能強化 

 ・訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所の強化 

 ・人事交流 

 ・講座の共同開催や院内交流スペースの確保 

 

⑻ その他検討委員会からの意見 

   ・子育て支援のためのサービスとして、病児保育の設置を検討してほしい。 

  ・医師をはじめとする専門職員及び、病院経営に精通した事務職員の人材

確保・育成に努めてほしい。 
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充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❶病院建設の経費としては、概ね

現実的な費用と思われる。 

❶国の繰出基準に基づき、一般会

計の経費負担を明確にすべきで

ある。 

❶国は、医療費の抑制を進める方

針で、病院の収入増は今後見込

めない可能性があり、経営にあ

たって支出の抑制が重要。 

❶建設にあたっては、1 床あたり

の建設工事費を抑えていく必要

がある。（民間では、 2000～

2500万円程度） 

 

 

 

充実を求める意見 慎重な検討を求める意見 意見に基づく修正案等 

❶12 か所の包括支援センターと 35

地区の地域をどう結びつけるか

課題。 

❶市は、地域包括ケアシステム構

築に向けて、生活支援の仕組み

づくりと医療・介護連携の２本

立てで取り組んでいるが、両者

の一体化も考えてほしい。 
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３ 松本市立病院の概要 

   本委員会において、松本市立病院の概要に関する資料として活用したものです。 

主な資料を示します。 

 

⑴ 病院の概要（平成 28年 4月 1日現在） 

区 分 内       容 

名 称 松本市立病院 

所 在 地 松本市波田４４１７番地１８０ 

開 設 者 松本市長 菅谷 昭 

院    長 高木 洋行 

開設年月日 昭和２３年１０月１日 （現病院昭和６０年４月１日） 

敷 地 面 積 １６，９８３㎡ 

延べ床面積 
１５，２００㎡  ・東館 ７，８７８㎡ 

         ・西館 ７，３２２㎡ 

駐 車 場 

第１駐車場  ２，２１９㎡ 

第２駐車場  ５，４６０㎡ 

（立体駐車場３層） 

病 床 数 ２１５床（一般病床２０９、感染症病床６） 

併 設 施 設 

松本市立病院訪問看護ステーション 

松本市立病院居宅介護支援事業所 

託児所 

診療日・時間 平日診療 午前９時～午後５時１５分 

診 療 科 目 

内科・消化器内科・循環器内科・人工透析内科・糖尿病内科・内

分泌内科・呼吸器内科・外科・消化器外科・肛門外科・乳腺外

科・整形外科・ペインクリニック整形外科・小児科・産科・婦人

科・眼科・耳鼻咽喉科・皮膚科・泌尿器科・脳神経外科・形成外

科・麻酔科・放射線科・リハビリテーション科・救急科（救急総

合診療）・歯科口腔外科 

職 員 体 制 

（常勤職員） 

２７９人 

医師 

２７ 

内科９ 外科５ 整形外科２ 小児科３ 産婦人科４ 

泌尿器科１ 脳神経外科１ 総合診療科１ 麻酔科１ 

看護師 

１５７ 
保健師２ 助産師１９ 看護師１３５ 准看護師１ 

医療技術

者等 

７１ 

薬剤師１２ 臨床検査技師１２ 診療放射線技師７ 

管理栄養士３ 臨床工学技士６ 作業療法士９  

理学療法士１３ 言語聴覚士３ 調理員６ 

事務 

  ２４ 

診療情報管理士３ ケアマネージャー１  

社会福祉士４ 事務職員１６ 
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⑵ 沿 革 

 内       容 

昭和２３年 

  ２６ 

  ４２ 

  ４８ 

  ６０ 

 

平成 元年 

   ２ 

   ７ 

  １１ 

 

  １２ 

  １３ 

 

  １６ 

   

  １７ 

  １９ 

  ２２ 

  ２４ 

  ２６ 

  ２８                                                                                                                

国保直営診療所開設 

村立波田病院開設、ベッド数 20床 

全面改築し、ベッド数 81床 

町制施行に伴い「町立波田病院」に改称 

町立波田病院より波田総合病院に改称、一般病床 81 床から 150 床

に増床し現在地に移転新築   診療科 17科、医師 11名  

訪問看護室開設､医師住宅新設  

人工透析及び CAPD開始、立体駐車場棟完成  

MRI棟増築 MRI導入  

波田総合病院増改築・立体駐車場（294台）竣工 

病床 150床から 210床に増床、人間ドック 4床増設、214床に増床 

居宅介護支援事業所開設 

二類感染症病床 6床（県指定）増設、220床に増床 

松本広域圏二次救急指定病院 

電子カルテシステム本稼動、医療相談室設置 

病床を 220床から 215床、透析室拡張し 19床から 37床 

公営企業法全部適用 

新棟（事務室、職員食堂、研修室等）増設 

３月３１日 松本市との合併により、松本市立波田総合病院に改称 

４月１日 松本市立病院に改称 

４月１日 回復期リハビリテーション病棟（36床）開設 

８月１日 地域包括ケア病棟(49床)開設 
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⑶ 指定病院（平成 28年 4月 1日現在） 

・保険医療機関 

・生活保護法指定病院 

・救急告示病院 

・労災保険指定医療機関  

・更生医療指定病院 

・短期入院協力病院 

    ※短期入院協力病院とは、自動車事故により重度後遺障害者となり、在宅介護を 

受けられている方々の短期入院（2日以上 14日以内）を積極的に受け入れて 

いる病院 

・松本広域圏救急医療連絡協議会認定 2次救急医療施設 

・第 2種感染症指定医療機関 

・新医師臨床研修指定病院 

・日本外科学会専門医修練施設 

・マンモグラフィ検診施設 

・日本透析医学会認定医制度教育関連施設 

・日本泌尿器学会専門医教育施設 

・日本静脈経腸栄養学会 NST専門療法士教育認定施設 

・日本消化器内視鏡学会指導施設 

・日本周産期・新生児医学会周産期母体・胎児専門医暫定研修施設 

・日本乳癌学会関連施設 

・日本整形外科学会認定研修施設 

・麻酔科認定病院 

・日本救急医学会救急科専門医施設 

・日本産科婦人科学会専門医制度専攻医指導施設 

・日本手外科学会手外科専門医制度研修施設  
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⑷ 利用者数 

ア ２７年度 

区 分 利用者数 構成比 １日平均数 診療日数 

外 来 １１４，７５４人 67.5％ ４７４．２人 ２４３日 

入 院 ５５，２２９人 32.5％ １５０．９人 ３６６日 

救急搬送受入 ９７７人 ― ２．７人 ３６６日 

分娩数 ５１３件 ― １．４件 ３６６日 

イ ２６年度 

区 分 利用者数 構成比 １日平均数 診療日数 

外 来 １１４，２５３人 69.0％ ４６８．３人 ２４４日 

入 院 ５１，４４２人 31.0％ １４０．９人 ３６５日 

救急搬送受入 ９７２人 ― ２．７人 ３６５日 

分娩数 ５２３件 ― １．４件 ３６５日 

ウ ２５年度 

区 分 利用者数 構成比 １日平均数 診療日数 

外 来 １１４，６８２人 67.4％ ４７０．０人 ２４４日 

入 院 ５５，４２６人 32.6％ １５１．９人 ３６５日 

救急搬送受入 ９５２人 ― ２．６人 ３６５日 

分娩数 ５１２件 ― １．４件 ３６５日 

 

⑸ 利用者の住所地（診療圏）（平成 27年 5月～7月実績） 

                   

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 実患者数(人) 割合(%) 

松本市 648 64.3 

山形村 104 10.3 

安曇野市 71 7.0 

塩尻市 71 7.0 

朝日村 53                                                                                                                                                                                                                                               5.3 

長野市 8 0.8 

上田市 5 0.5 

岡谷市 3 0.3 

大町市 2 0.2 

木祖村 2 0.2 

その他県内 8 0.8 

長野県外 33 3.3 

合計 1,008 100.0 

市町村 実患者数(人) 割合(%) 

松本市 17,215 72.9 

山形村 2,372 10.0 

安曇野市 1,302 5.5 

朝日村 1,104 4.7 

塩尻市 1,076 4.6 

長野市 46 0.2 

池田町 18 0.1 

諏訪市 16 0.1 

木祖村 16 0.1 

辰野町 13 0.1 

岡谷市 12 0.1 

松川村 12 0.1 

その他県内 131 0.6 

長野県外 272 1.2 

合計 23,605 100.0 

イ 外来患者 ア 入院患者 
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⑹ 財政状況 

松本市立病院年度別決算状況調書 

  
  

       
(単位:千円） 

科      目 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
増減（27-26） 

額 率 

入院収益 2,389,320 2,250,443 2,154,947 2,201,122 46,175 2.1% 

外来収益 1,209,606 1,198,029 1,262,599 1,292,429 29,830 2.4% 

その他医業収益 456,889 418,687 421,692 423,273 1,581 0.4% 

一般会計負担金 313,980 335,040 324,413 306,911 △ 17,502 △ 5.4% 

国県補助金 16,858 11,919 6,883 8,533 1,650 24.0% 

国保会計繰入金 3,269 3,363 3,683 3,790 107 2.9% 

その他医業外収益 39,735 51,399 76,251 66,268 △ 9,983 △ 13.1% 

事業収益 （A） 4,429,657 4,268,880 4,250,468 4,302,326 51,858 1.2% 

給与費 2,675,702 2,653,281 2,667,287 2,808,381 141,094 5.3% 

材料費 744,527 718,656 694,844 703,231 8,387 1.2% 

経費 560,937 550,153 551,192 539,884 △ 11,308 △ 2.1% 

減価償却費 206,486 202,300 202,724 228,988 26,264 13.0% 

資産減耗費 2,993 1,718 1,165 6,675 5,510 473.0% 

研究研修費 18,634 20,331 20,228 22,888 2,660 13.2% 

支払利息 56,025 52,038 48,145 45,437 △ 2,708 △ 5.6% 

その他医業外費用 69,422 64,034 124,660 107,886 △ 16,774 △ 13.5% 

事業費用（B） 4,334,726 4,262,511 4,310,245 4,463,370 153,125 3.6% 

特別利益（ａ）     251 422 171 68.1% 

特別損失（ｂ） 1,920 3,061 476,137 70 △ 476,067 △ 100.0% 

病院分当期純利益 C=A-B+a-b 93,011 3,308 △ 535,663 △ 160,692 374,971 70.0% 

         
訪問看護収益 37,582 38,879 37,771 40,836 3,065 8.1% 

訪問看護費用 32,693 34,816 33,877 40,558 6,681 19.7% 

訪問看護純利益（D） 4,889 4,063 3,894 278 △ 3,616 △ 92.9% 

         
居宅介護収益 4,534 5,074 4,859 4,944 85 1.7% 

居宅介護費用 4,563 4,460 5,308 5,407 99 1.9% 

居宅介護純利益（E） △ 29 614 △ 449 △ 463 △ 14 △ 3.1% 

         
当期純利益 C＋D＋E 97,871 7,985 △ 532,218 △ 160,877 371,341 69.8% 

未処分利益剰余金変動     179,796   △ 179,796 △ 100.0% 

未処分利益剰余金 

         (未処理欠損金) 
205,195 213,180 △ 139,242 △ 300,119 △ 160,877 △ 115.5% 

減債等積立金等               
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⑺ 財政計画 

新公立病院改革プランから収支計画の抜粋 

ア 収益的収支                        （単位：百万円、％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 資本的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※平成３０年度以降の他会計負担金については、今後関係部署との協議を必要とします。 

　　 年 度

 区 分

１. ａ 3,965 3,938 4,026 3,899 4,151 4,179 4,235 4,259

(1) 3,448 3,418 3,494 3,334 3,571 3,599 3,635 3,657

(2) 517 520 532 565 580 580 600 602

54 56 63 69 78 78 78 78

２. 347 355 323 309 314 449 462 464

(1) 284 272 248 231 229 362 370 368

(2) 12 7 9 10 10 10 10 10

(3) 0 19 24 26 29 31 35 39

(4) 51 57 42 42 46 46 47 47

(A) 4,312 4,293 4,349 4,208 4,465 4,628 4,697 4,723

１. ｂ 4,186 4,177 4,357 4,241 4,571 4,580 4,587 4,583

(1) ｃ 2,196 2,203 2,347 2,316 2,464 2,464 2,464 2,464

(2) 719 695 703 680 750 750 757 764

(3) 1,067 1,075 1,071 1,027 1,129 1,129 1,134 1,140

(4) 202 203 229 210 227 236 231 214

(5) 2 1 7 8 1 1 1 1

２. 116 173 153 134 53 50 61 59

(1) 52 48 45 43 41 38 49 46

(2) 64 125 108 91 12 12 12 13

(B) 4,302 4,350 4,510 4,375 4,624 4,630 4,648 4,642

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 10 ▲ 57 ▲ 161 ▲ 167 ▲ 159 ▲ 2 49 81

１. (D) 0 0 0 0 0 0 0 0

２. (E) 3 476 0 2 1 1 1 1

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 3 ▲ 476 0 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1

7 ▲ 533 ▲ 161 ▲ 169 ▲ 160 ▲ 3 48 80

(Ａ)

（Ｂ）

ａ

ｂ

c

a

25年度(実績) 26年度(実績) 27年度(実績) 28年度(見込) 29年度 30年度 31年度 32年度

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

そ の 他

経 常 費 用

特
別

損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

91.9 90.8 91.2 92.3

101.7経 常 収 支 比 率 ×100 100.2 98.7 96.4 96.2 96.6 100.0 101.1

医 業 収 支 比 率 ×100 94.7 94.3 92.4

72.0 72.5 73.0

92.9

職 員 給 与 費 対 医 業 収 益 比 率 ×100 55.4 55.9 58.3 59.4 59.4 59.0 58.2 57.9

病 床 利 用 率 70.6 65.6 70.2 68.8 73.5

　　 年 度

 区 分

１. 50 370 140 140 136 1,009 167 3,044

２. 0 0 0 0 0 0 0 0

３. 80 80 80 80 80 178 202 186

４. 0 0 0 0 0 0 0 0

５. 2 3 0 3 3 3 0 3

６. 0 14 0 0 0 0 0 0

７. 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 132 467 220 223 219 1,190 369 3,233

１. 55 360 146 156 142 1,014 172 3,049

２. 337 293 232 232 294 314 349 315

３. 0 0 0 0 0 0 0 0

４. 2 2 2 2 4 4 4 4

(B) 394 655 380 390 440 1,332 525 3,368

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 262 188 160 167 221 142 156 135

31年度 32年度

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

25年度(実績) 26年度(実績) 27年度(実績) 28年度(見込) 29年度 30年度

収 入 計

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計


